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阪神・淡路大震災後の防災情報シス

テム 

 

日本中を震撚させた阪神・淡路大震災か

ら 5 年が経過した。震災を引き起こした兵

庫県南部地震が発生したのは,1995 年 1 月

17 日早朝。この地震では地震直後の死者が

5,500 人,負傷者が 4万数千人という大変な

被害が生じてしまった。 

震災の被害がいちじるしく大きくなった

理由はいくつかあるが,その一つとして,被

災者の救出や消防活動の前提となる被害情

報の収集と伝達が大幅に遅れ,それが犠牲

者の増加につながったという事実は否定で

きないだろう。適切な救出活動や消防活動

を行うためには,地震の被害がどのくらい

の規模なのか,どこにどのような被害が出

たのかを大まかでもいいからすばやく把握

して,それらの情報を他の機関に迅速に伝

えることが必要だが,この震災では肝心の

情報収集・伝達がままならず,その結果,大

規模な初動態勢を発動することができなか

ったのである。 

そこで,震災後,国やいくつかの地方自治

体では,震災の経験をふまえ,膨大な費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用をかけて,新たな災害情報システムの構

築や,災害情報の内容の改善に着手するこ

とになった。なかでも,地震初期にすばやく

被害状況を予測し,防災関係機関の初動態

勢を迅速に立ち上げるためのシステムの充

実はきわめて著しい。 

たとえば,気象庁震度階の大幅改訂がそ

の一つである。 

阪神・淡路大震災では,気象庁の震度情報

が必ずしも有効に機能せず,むしろ被害を

過小評価させることになってしまった。 

この地震の当初,神戸と洲本の震度が6と

発表された。震度 6 といえばもちろん大地

震だから,相当な被害が予想されることは

いうまでもない。しかし,最近の地震では震

度 6 が発表されることがけっして少なくな

く,震災前の 2 年間に釧路沖地震(釧路市が

震度 6),北海道東方沖地震(釧路市震度 6),

三陸はるか沖地震(八戸市震度 6)と,震度 6

の地震が連続していた。そして,これらの地

震ではたしかに被害は小さくなかったもの

の,壊滅的な被害にはいたらなかった。そこ

で多くの防災関係者は,震度6という情報を

聞いたとき,最近の地震の経験から,神戸市

や洲本市の被害状況を釧路沖地震の釧路市
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や三陸はるか沖地震の八戸市とほぼ同じ程

度だろう,と誤って推測してしまったので

はないかと思う。 

震災の3日前,気象庁は被災地域の一部の

震度を 7 と修正したが,実は,これまでの体

制では速報される震度は6が上限であり,震

度7は後日の調査を経て発表されるから,ど

んなに強い地震でも速報値は震度 6 としか

発表されない仕組みだった。震度 7 がいま

まで一度も発表されたことがなかったため,

多くの人はそのことを知らなかったのであ

る。 

そこで気象庁では,従来の気象庁震度階

を大幅に改定して,震度計で震度7を計測で

きるようにあらため,これを速報すること

にした。また 96 年 10 月から,震度情報その

ものも改訂されることになり,被害地震に

なると思われる震度 5,震度 6がそれぞれ震

度 5弱・5強,震度 6弱・6強に細分化され,

いままでよりきめの細かい防災対策が可能

になった。 

もう一つ,震災後多くの方面から注目さ

れたのは,震源・マグニチュード・震度など

の情報から,その地震の被害状況を迅速に

推測するシステムの開発ということである。

すでに震災前から,JR 東海では,地震発生時

にその地震の規模を推測して新幹線を緊急

停止さる r ユレダム・システム」を整備し

ていたし,東京ガスでも震度計や地盤液状

化センサーを設置して,各地の震度,液状化

の分布,ガス管などの被害状況を推定する

「シグナル」を稼働させていた。 

阪神・淡路大震災をきっかけとして,こう

した先駆的な被害予測の仕組みが各方面か

ら注目され,新たな被害予測システムが

次々と開発されることになったのである。 

なかでも,国土庁の「地震被害早期評価シ

ステム」はもっとも大規模なものであろう。

これは,同庁が開発した「地震防災システム

(GIS)」の一環で,あらかじめ地盤や建物の

データを準備しておき,地震が発生したと

き,1 キロメッシュの単位で震度分析,建物

被害・人的被害,あるいは沿岸における津波

の高さや浸水域を予測するものである。国

土庁では,96 年 4 月からこのシステムを稼

働させており,地震の約 30 分後に被害の規

模を自動的に集計し,国の応急対策の迅速

化に役立てている。実際,97 年 3 月に鹿児

島で発生した震度6弱の地震のときは,この

システムの推計のもとに初動態勢を整えた

実績もある。 

こうした各種の被害予測システムは,阪

神・淡路大震災後の数時間,被災地でいった

いどんな被害が生じたのかほとんど把握で

きなかったという深刻な反省から構築され

たものだが,その予測の正確さは事前にイ

ンプットする情報の質に依存しているし,

大地震後このシステムがいつでも正常に稼

働するかどうか保証のかぎりでもない。ま

たもちろん,被害予測システムに依存する

だけでは十分な防災対策は不可能で,現実

の防災活動は実際の被害状況を確認してか

ら発動するわけだから,各種の無線網の整

備,上空からの情報収集のためのヘリコプ

ターの配備など,災害情報収集システムの

整備も並行して行わなければならない。け

れども,精密な予測システムができれば,と

にかく地域の被害がどの程度であるか,ど

の地域の被害がもっともひどいかすぐに見

当がつくので,初動態勢がすばやく立ち上
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がる可能性は高まるといえよう。 

ナウキャストの登場 

2000 年代の防災情報システムは,おそら

く上記の被害予測システムの精緻化を中心

に進むであろう。つまり,道路・橋梁・ダム・

電気・電話など構造別のきめ細かい予測シ

ステム,予測と実際の誤差がより少ないシ

ステム,実際の被害情報をインプットしな

がらリアルタイムで予測を修正していくシ

ステム,予測ばかりでなく最適な防災対策

まで指示してくれるシステムなどが出現す

る可能性がある。 

しかし,もう一つ,今後10年ほどのあいだ,

注目を浴びるだろう防災情報システムはい

わゆる「ナウキャスト(緊急即時情報伝達シ

ステム)」ではないかと思う。 

ナウキャストとは,P 波(縦波)と S 波(横

波)の伝播速度の差を利用して,P 波の強さ

からS波の強さを予測し,短いときで十秒程

度,長くて数十秒のあいだに必要な防災対

策をとるというもので,地震予知とも上記

の被害予測システムともちがった新しいシ

ステムである。 

周知のように,地震が起きると地震波が

発生して四方に広がるが,この地震波には,

大きくいって P 波と S 波がある。体感でい

えば,最初にガタガタと小刻みに揺れるの

がP波,続いてユッサユッサと大きく揺れる

のがS波であるが,この両者は伝播する速度

に差があり,その速度はだいたいP波が毎秒

5～7km,S 波は毎秒 3～4km である。よく引

かれる例をとると,現在その発生が心配さ

れている東海地震の場合,震源域と想定さ

れている静岡県御前崎付近と東京の気象庁

は,およそ 150km 離れている。 

いまその震源域で地震が発生すると,P 波

の速度を毎秒7kmとすればおよそ20秒後に

気象庁に到達する。S波の速度を毎秒 4km と

すれば40秒後,つまりP波から20秒遅れて

大きな揺れが始まることになる。この 20 秒

のあいだに可能な防災対策をとるというの

が,ナウキャストの発想であるが,震源域近

くでP波をキャッチし,電波を使って気象庁

まで伝えれば40秒近くの時間が稼げること

になる。 

現在,国土庁・気象庁・消防庁などでは,こ

のナウキャストの実用可能性を模索し,で

きるだけ早い時期に実用化しようとしてお

り,平成 11 年 3 月に出された報告書の冒頭

には,次のように書かれている。 

「地震波が到達する前に,地震の発生や

揺れの程度を知り,防災対策を執ることが

できれば,地震災害の発生防止・軽減を図る

上で,画期的な効果がある。 

地震波には,地中を早く伝播するが震動

はより小さい P 波と遅く伝播し揺れによる

被害の原因となる S波がある。また,通信や

電気信号は,地震波より,何万倍も早く伝え

ることができる。この P 波を S 波より早く

観測し,その情報を離れた場所に,S 波が到

達する前に通信し,対策を講じるという発

想は,以前から地震学者などにより提唱さ

れてきたことである。しかしながら,有効な

防災対策を執るには,地震波が到達するま

での時間は,あまりに短いと思われてきた。

地震の発生した場所からの距離によって異

なるものの,いずれにせよ,数秒,数十秒と

いった極めて短い猶予しかない。 

このため,地震観測網,データ処理情報通

信,対応措置の各技術の進展がない限り,い
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わゆる緊急即時情報の活用は困難であった。 

しかしながら,近年,関連する技術や知見

の進歩は,緊急即時情報の活用を現実のも

のへ近づけてきた。一方,地震災害の防止・

軽減に役立つ科学技術を総動員しなければ

ならないことは,阪神淡路大震災以降,国民

のさらなる強い要請である。実現すれば地

震災害の防止・軽減効果の期待される緊急

即時情報は,早急に活用の可能性を判断し,

具体的な課題を解決して,地震防災の推進

に役立てなければならない防災技術である」

(『平成 10 年度災害対策総合推進調整費・

地震発生直後の緊急即時情報の活用調整報

告書』) 

それでは,このナウキャストによってど

のような防災対策が可能になるのであろう

か。すぐ考えつくのは,大きな S派の到来を

予想さらるP波をキャッチしたら,すぐにす

べての交通信号を「黄」→「赤」にして車を

停止させる,工場などでの危険な作業をス

トップする,家庭のガスなどの火気を消す,

机の下に潜る,などということであろう。も 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ちろん,そのためには大揺れを予想させる P

波の到来をいかに早く防災機関(あるいは

事業所,あるいは一般市民)に知らせるかと

いう問題をクリアしなければならない(お

そらく,人間が介在するのではなく,伝播を

キャッチすれば防災対策が自動的に作動す

るような仕組みが中心になると思われる)

し,また予測には当然誤差があるから,大地

震に備えて操業を停止したのに大地震がこ

なかったとか,予想を上回る大地震がきて

しまったときに,損害をどう考えるかとい

った問題も大きい。 

しかし,それでもこの仕組みを有効に使

えばいままで不可能だった防災対策が可能

になるかもしれない。たとえば,前記の調査

報告書では,各種企業にアンケート調査を

行い,表1のような多様な防災対策の可能性

が示唆されている。本年度以降もより詳細

な調査を行い,より多くのナウキャスト活

用方策の検討,情報伝達方式の検討,システ

ム運用方策の検討などを実施することにな

っているが,2000 年代にはこのようなシス

テムが実用化され,多様な防災機能を果た

すことを筆者は期待している。 
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